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  条   例   

条 例 第  ５４  号   

令和 ５ 年１２月２０日   

 

 アナログ規制を見直すための関係条例の整備に関する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史 

 

   アナログ規制を見直すための関係条例の整備に関する条例 

 

 （熊本市営駐車場条例の一部改正） 

第１条 熊本市営駐車場条例（昭和４６年条例第５７号）の一部を次のように改正す

る。 

  第１１条第２項中「その旨を」の次に「市のホームページに掲載するとともに、」

を加える。 

 （熊本市都市公園条例の一部改正） 

第２条 熊本市都市公園条例（昭和５２年条例第３２号）の一部を次のように改正す

る。 

  第１４条第１項中「熊本市公告式条例（昭和２５年条例第１号）の定めるところ」

を「公示する事項を市のホームページに掲載するとともに、公示する事項が記載さ

れた書面を市役所及び各区役所の掲示場に掲示すること」に改める。 

 （熊本市役所駐車場使用条例の一部改正） 

第３条 熊本市役所駐車場使用条例（昭和５５年条例第８号）の一部を次のように改

正する。 

  第１４条第２項中「その旨を」の次に「市のホームページに掲載するとともに、」

を加える。 

 （熊本市屋外広告物条例の一部改正） 

第４条 熊本市屋外広告物条例（平成７年条例第７３号）の一部を次のように改正す

る。 

  第２５条第１項中「熊本市公告式条例（昭和２５年条例第１号）の定めるところ」
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を「公示する事項を市のホームページに掲載するとともに、公示する事項が記載さ

れた書面を市役所及び各区役所の掲示場に掲示すること」に改める。 

 （熊本市行政手続条例の一部改正） 

第５条 熊本市行政手続条例（平成１０年条例第４２号）の一部を次のように改正す

る。 

  第１５条第１項中「名あて人」を「名宛人」に改め、同条第３項中「名あて人」

を「名宛人」に、「その者の氏名、同項第３号及び第４号に掲げる事項並びに当該

行政庁が同項各号に掲げる事項を記載した書面をいつでもその者に交付する旨を当

該行政庁の事務所の掲示場に掲示すること」を「公示の方法」に改め、同項後段を

削り、同条に次の一項を加える。 

４ 前項の公示の方法による通知は、不利益処分の名宛人となるべき者の氏名、第

１項第３号及び第４号に掲げる事項並びに当該行政庁が同項各号に掲げる事項

を記載した書面をいつでもその者に交付する旨（以下この項において「公示事項」

という。）を市長が規則で定める方法により不特定多数の者が閲覧することがで

きる状態に置くとともに、公示事項が記載された書面を市役所及び各区役所の掲

示場に掲示し、又は公示事項を当該行政庁の事務所に設置した電子計算機の映像

面に表示したものの閲覧をすることができる状態に置く措置をとることによっ

て行うものとする。この場合においては、当該措置を開始した日から２週間を経

過したときに、当該通知がその者に到達したものとみなす。 

  第１６条第１項中「同条第３項後段」を「同条第４項後段」に改める。 

  第２２条第３項中「第１５条第３項」及び「同条第３項」の次に「及び第４項」

を加え、「名あて人」を「名宛人」に改め、「と、」の次に「同項中」を加え、「掲

示を始めた日から２週間を経過した」を削り、「、掲示を始めた」を「、当該措置

を開始した」に改める。 

  第２９条中「第１５条第３項及び」の次に「第４項並びに」を加え、「「同項第

３号」を「同条第４項中「第１項第３号」に、「同条第３号」を「第２８条第３号」

に、「同条第３項後段」を「同条第４項後段」に、「第１５条第３項後段」を「第

１５条第４項後段」に改める。 
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   附 則 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第５条の規定は、規則で

定める日から施行する。 

２ 第５条の規定による改正後の熊本市行政手続条例第１５条第３項及び第４項（こ

れらの規定を同条例又は他の条例において準用する場合を含む。）の規定は、第５

条の規定の施行の日以後にする通知について適用し、同日前にした通知については、

なお従前の例による。 
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条 例 第  ５５  号   

令和 ５ 年１２月２０日   

 

 熊本市消防事務に関する手数料条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市消防事務に関する手数料条例の一部を改正する条例 

 

熊本市消防事務に関する手数料条例（平成１２年条例第３４号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

別表第５の７の項中「又は第３項」を「若しくは第３項又は同法第３９条の２２第

１項」に改める。 

 

附 則 

この条例は、令和５年１２月２１日から施行する。 
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条 例 第  ５６  号   

令和 ５ 年１２月２０日   

 

 熊本市手数料条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市手数料条例の一部を改正する条例 

 

熊本市手数料条例（昭和２５年告示第２０号）の一部を次のように改正する。 

 

第２条第２項中「第５号」の次に「、第１０号」を加える。 

 

附 則 

この条例は、令和６年１月１日から施行する。 
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条 例 第  ５７  号   

令和 ５ 年１２月２０日   

 

 熊本市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例 

 

熊本市印鑑の登録及び証明に関する条例（昭和５２年条例第２号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

第１０条第１項を次のように改める。 

印鑑登録者又はその代理人は、印鑑登録証明書の交付の申請をしようとするとき

は、印鑑登録証明書交付申請書を市長に提出しなければならない。この場合におい

て、当該申請者は、印鑑登録証を提示しなければならない。 

第１０条第２項中「前項」を「第１項」に改め、「と印鑑登録証」の次に「（前項

の場合にあっては、個人番号カード）」を加え、「交付し、かつ、印鑑登録証を返付

する」を「交付する」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を

加える。 

２ 前項の規定にかかわらず、行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人番号

カード（以下この条において「個人番号カード」という。）の交付を受けている印

鑑登録者は、個人番号カードの提示をもって前項の規定による印鑑登録証の提示に

代えることができる。 

 第１０条の２第１項中「添付」を「提示」に改め、同条第３項中「第２項」を「第

３項」に改める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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条 例 第  ５８  号   

令和 ５ 年１２月２０日   

 

 熊本市立学校の教育職員の給与に関する条例及び熊本市立学校の教育職員の給与等

に関する特別措置条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市立学校の教育職員の給与に関する条例及び熊本市立学校の教育職員の給

与等に関する特別措置条例の一部を改正する条例 

 

（熊本市立学校の教育職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 熊本市立学校の教育職員の給与に関する条例（昭和２９年条例第１８号）の

一部を次のように改正する。 

  第２条第４号中「校長」の次に「、副校長」を、「教頭」の次に「、主幹教諭」

を加える。 

  別表第１の１の表中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、

同表特２級の項中「市立特別支援学校」を「市立高等学校及び市立特別支援学校」

に改め、同表３級の項中「、」を「の副校長及び教頭の職務並びに」に改める。 

 （熊本市立学校の教育職員の給与等に関する特別措置条例の一部改正） 

第２条 熊本市立学校の教育職員の給与等に関する特別措置条例（昭和４６年条例第

６１号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中「園長」の次に「、副校長」を加える。 

 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第１条中熊本市立学校の教

育職員の給与に関する条例別表第１の１の表の改正規定（「再任用職員」を「定年前

再任用短時間勤務職員」に改める部分に限る。）は、公布の日から施行する。 
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条 例 第  ５９  号   

令和 ５ 年１２月２０日   

 

 熊本市国民健康保険条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市国民健康保険条例（昭和５０年条例第３号）の一部を次のように改正する。 

 

目次中「第２８条の２」を「第２８条の３」に改める。 

第１２条の３中「及び第２０条の３」を「、第２０条の３及び第２０条の４」に改

め、同条第２号エ中「及び第７２条の３の２第１項」を「、第７２条の３の２第１項

及び第７２条の３の３第１項」に、「繰入金及び」を「繰入金並びに」に改める。 

第１５条の５の２中「及び第２０条の３」を「、第２０条の３及び第２０条の４」

に改め、同条第２号イ中「及び第７２条の３の２第１項」を「、第７２条の３の２第

１項及び第７２条の３の３第１項」に改める。 

第１５条の６中「第２０条」の次に「及び第２０条の４」を加え、同条第２号イ中

「第７２条の３第１項」の次に「及び第７２条の３の３第１項」を加える。 

第２０条第１項中「減額して」を「減じて」に改め、同項第１号中「、山林所得金

額並びに」を「、山林所得金額及び」に、「同法第８条第４項」を「同条第４項」に

改め、同条第２項中「、第１５条第２項」を「、同条第２項」に改め、同条第３項中

「第２項中「第１５条」とあるのは「第１５条の５の５」を「前項中「第１５条第２

項及び第３項」とあるのは「第１５条の５の５第２項及び第３項」に改める。 

第２０条の３中「保険料額」を「保険料率」に改め、同条の次に次の１条を加える。 

（出産被保険者の保険料の減額） 

第２０条の４ 当該年度において、世帯に出産被保険者（国民健康保険法施行令第  

２９条の７第５項第８号に規定する出産被保険者をいう。以下同じ。）がある場合

における当該世帯の納付義務者に対して課する保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、
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第１３条又は第１５条の２の基礎賦課額から、次の各号に掲げる額の合算額を減じ

て得た額（当該減じて得た額が６５万円を超える場合には、６５万円）とする（第

５項に掲げる場合を除く。）。 

(1) 当該出産被保険者に係る基礎控除後の総所得金額等に当該年度分の基礎賦課

額の所得割の保険料率を乗じて得た額に１２分の１を乗じて得た額に、当該出産

被保険者の出産の予定日（国民健康保険法施行規則第３２条の１０の２で定める

場合には、出産の日。第２８条の３第１項及び第２項において同じ。）の属する

月（以下この号において「出産予定月」という。）の前月（多胎妊娠の場合には、

３月前）から出産予定月の翌々月までの期間（以下「産前産後期間」という。）

のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

(2) 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に１２分の１を乗じて

得た額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じ

て得た額 

２ 第１５条第２項の規定は、前項各号に定めるところにより算定した額の決定につ

いて準用する。この場合において、同条第２項中「保険料率」とあるのは、「額」

と読み替えるものとする。 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。この場合

において、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等賦課額」と、

「第１３条又は第１５条の２」とあるのは「第１５条の５の３又は第１５条の５の

６」と、「６５万円」とあるのは「２２万円」と、前項中「第１５条第２項」とあ

るのは「第１５条の５の５第２項」と読み替えるものとする。 

４ 第１項及び第２項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用する。この場

合において、第１項中「規定する出産被保険者」とあるのは「規定する出産被保険

者（介護納付金賦課被保険者である者に限る。）」と、「基礎賦課額」とあるのは

「介護納付金賦課額」と、「第１３条又は第１５条の２」とあるのは「第１５条の

７」と、「６５万円」とあるのは「１７万円」と、第２項中「第１５条第２項」と

あるのは「第１５条の９第２項」と読み替えるものとする。 

５ 当該年度において、第２０条に規定する基準に従い保険料を減額するものとした

納付義務者の世帯に出産被保険者がある場合における当該世帯の納付義務者に対し

て課する保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、当該減額後の第１３条又は第１５条
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の２の基礎賦課額から、次の各号に掲げる額の合算額を減じて得た額（当該減じて

得た額が６５万円を超える場合には、６５万円）とする。 

 (1) 当該出産被保険者に係る基礎控除後の総所得金額等に当該年度分の基礎賦課

額の所得割の保険料率を乗じて得た額に１２分の１を乗じて得た額に、当該出産

被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

 (2) 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率から、当該保険料率に第

２０条第１項各号に規定する場合に応じてそれぞれ同項各号アに掲げる割合を

乗じて得た額を控除して得た額に１２分の１を乗じて得た額に、当該出産被保険

者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

６ 第１５条第２項の規定は、前項に規定する額の決定について準用する。この場合

において、同条第２項中「保険料率」とあるのは、「額」と読み替えるものとする。 

７ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。この場合

において、第５項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等賦課額」と、

「第１３条又は第１５条の２」とあるのは「第１５条の５の３又は第１５条の５の

６」と、「６５万円」とあるのは「２２万円」と、前項中「第１５条第２項」とあ

るのは「第１５条の５の５第２項」と読み替えるものとする。 

８ 第５項及び第６項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用する。この場

合において、第５項中「に出産被保険者」とあるのは「に出産被保険者（介護納付

金賦課被保険者である者に限る。以下この項において同じ。）」と、「基礎賦課額」

とあるのは「介護納付金賦課額」と、「第１３条又は第１５条の２」とあるのは「第   

１５条の７」と、「６５万円」とあるのは「１７万円」と、第６項中「第１５条第

２項」とあるのは「第１５条の９第２項」と読み替えるものとする。 

 第６章中第２８条の２の次に次の１条を加える。 

 （出産被保険者に関する届出） 

第２８条の３ 出産被保険者の属する世帯の世帯主は、次に掲げる事項を記載した届

書を市長に提出しなければならない。 

 (1) 世帯主の氏名、住所、生年月日及び個人番号 

 (2) 出産被保険者の氏名、住所、生年月日及び個人番号 

 (3) 出産の予定日 

 (4) 単胎妊娠又は多胎妊娠の別 
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２ 前項の届書には、次に掲げる書類を添えなければならない。 

 (1) 出産の予定日を明らかにすることができる書類 

 (2) 多胎妊娠の場合にあっては、その旨を明らかにすることができる書類 

 (3) 出産後に前項の規定による届出を行う場合にあっては、出産した被保険者と当

該出産に係る子との身分関係を明らかにすることができる書類 

３ 第１項の規定による届出は、出産被保険者の出産の予定日の６月前から行うこと

ができる。 

４ 第１項の規定にかかわらず、市長が、出産被保険者について第１項各号に掲げる

事項及び第２項各号に掲げる書類において明らかにすべき事項を確認することがで

きるときは、第１項の規定による届出を省略させることができる。 

附則第１１項中「（昭和３２年法律第２６号）」を削る。 

 

附 則 

１ この条例は、令和６年１月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の第２０条の４の規定は、令和５年度分の保険料のうち令

和６年１月以後の期間に係るもの及び令和６年度以後の年度分の保険料について適

用し、令和５年度分の保険料のうち令和５年１２月以前の期間に係るもの及び令和

４年度分までの保険料については、なお従前の例による。 
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条 例 第  ６０  号   

令和 ５ 年１２月２０日   

 

 熊本市老人福祉センター条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市老人福祉センター条例の一部を改正する条例 

 

熊本市老人福祉センター条例（昭和４８年条例第３８号）の一部を次のように改正

する。 

 

 第３条の表熊本市西老人福祉センターの項から熊本市河内老人福祉センターの項ま

でを削る。 

 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 6 年 1 月 31 日      熊 本 市 公 報          第 1479 号 

 

- 1242 - 

 

条 例 第  ６１  号   

令和 ５ 年１２月２０日   

 

 熊本市高齢者生きがい作業所条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市高齢者生きがい作業所条例の一部を改正する条例 

 

熊本市高齢者生きがい作業所条例（平成１９年条例第３４号）の一部を次のように

改正する。 

 

 第２条の表熊本市京町高齢者生きがい作業所の項を削る。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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条 例 第  ６２  号   

令和 ５ 年１２月２０日   

 

 熊本市旅館業法施行条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市旅館業法施行条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市旅館業法施行条例（平成１２年条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

 

第３条第１項及び第４条中「及び第３条の３第３項」を「、第３条の３第２項及び

第３条の４第３項」に改める。 

第７条中「第５条第３号」を「第５条第１項第４号」に改める。 

 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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条 例 第  ６３  号   

令和 ５ 年１２月２０日   

 

 熊本市自転車競走条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史 

 

   熊本市自転車競走条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市自転車競走条例（昭和２５年告示第６５号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１条に見出しとして「（趣旨）」を付し、同条中「熊本市（以下「市」という。）」

を「この条例は、市」に、「）は」を「）について」に、「同施行規則」を「自転車

競技法施行規則」に、「。以下「規則」という。）によるほか、この条例によって行

う」を「）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする」に改める。 

 第２条及び第３条を削る。 

 第４条に見出しとして「（競輪の実施に関する事務の委託）」を付し、同条を第２

条とする。 

 第５条に見出しとして「（勝者投票法の種類）」を付し、同条を第３条とし、同条

の次に次の２条を加える。 

 （入場料） 

第４条 競輪場（法第４条第５項の競輪場をいう。以下同じ。）の入場料は、無料と

する。 

２ 特別観覧席の入場料は、市長が別に定める。 

 （車券の発売） 

第５条 競輪を行うときは、券面金額１０円の車券１０枚分以上であって市長が定め

る枚数を１枚で代表する車券を発売する。 

 第６条及び第７条を削る。 

 第８条に見出しとして「（賞金等の授与）」を付し、同条を第６条とする。 

 第９条に見出しとして「（秩序維持等の措置）」を付し、同条中「競輪場内」を「競
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輪場」に改め、同条を第７条とする。 

 第１０条に見出しとして「（委任）」を付し、同条を第８条とする。 

 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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条 例 第  ６４  号   

令和 ５ 年１２月２０日   

 

 熊本市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市道路占用料徴収条例（昭和４５年条例第１２号）の一部を次のように改正す

る。 

 

 別表中 

「           「 

９２０ 

を 

８３０  

１，４００ １，３００  

１，９００ １，７００  

８２０ ７４０  

１，３００ １，２００  

１，８００ １，６００  

８２ ７４  

８ ７ 

 
 

５ ４  

８００ ７００ 

 
 

４９０ ４４０ 
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１，６００ １，５００ 

 
 

６９０ ６２０  

７，７００ １１，０００ 

 

 

 

１，６００ １，５００ 

 

 

 

３４ ３１ 

 
 

４９ ４４ 

 
 

７４ ６６ 

 
 

９８ ８９ 

 
 

１５０ １３０ 

 
 

２００ １８０ 

 
 

３４０ ３１０ 

 
 

４９０ ４４０ 

 
 

９８０ ８９０  

５ ４ 
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１６ １５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１，３００ １，２００ 

 

 

 

８２０ ７４０ 

 

 

 

４９０ ４４０ 

 

 

 

１，６００ １，５００  

１，６００ １，５００  

Ａに０．００５

を乗じて得た

額 

Ａに０．００４

を乗じて得た

額 

 

Ａに０．００８

を乗じて得た

額 

Ａに０．００６

を乗じて得た

額 
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Ａに０．０１を

乗じて得た額 

Ａに０．００７

を乗じて得た

額 

 

３，９００ ５，７００  

２，３００ ３，４００  

１，６００ １，５００  

７７ １１０ 

 

 

 

７７０ １，１００ 

 

 

 

７７０ １，１００ 

 

 

 

７，７００ １１，０００ 

 

 

 

１，３００ １，２００ 

 
 

７７ １１０ 

 

 

 

７７０ １，１００ 

 
 

７７ １１０ 

 

 

 

７７０ １，１００  
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７，７００ １１，０００ 

 
 

３，９００ ５，７００  

１，６００ １，５００  

Ａに０．０３４

を乗じて得た

額 

Ａに０．０３１

を乗じて得た

額 

 

７７０ 

 

１，１００ 
 

１６０ 

 

１５０ 
 

Ａに０．０１５

を乗じて得た

額 

Ａに０．００９

を乗じて得た

額 

 

Ａに０．０２４

を乗じて得た

額 

Ａに０．０１７

を乗じて得た

額 

 

Ａに０．００５

を乗じて得た

額 

Ａに０．００４

を乗じて得た

額 

 

Ａに０．００８

を乗じて得た

額 

Ａに０．００６

を乗じて得た

額 

 

Ａに０．０１を

乗じて得た額 

Ａに０．００７

を乗じて得た

額 

 

Ａに０．０３４ Ａに０．０２５  
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を乗じて得た

額 

を乗じて得た

額 

Ａに０．０１５

を乗じて得た

額 

Ａに０．０１２

を乗じて得た

額 

 

Ａに０．０１を

乗じて得た額 

Ａに０．００９

を乗じて得た

額 

 

Ａに０．０２４

を乗じて得た

額 

Ａに０．０２２

を乗じて得た

額 

 

Ａに０．０１を

乗じて得た額 

Ａに０．００９

を乗じて得た

額 

 

Ａに０．０１５

を乗じて得た

額 

Ａに０．０１２

を乗じて得た

額 

 

Ａに０．０２４

を乗じて得た

額 

Ａに０．０２２

を乗じて得た

額 

 

Ａに０．０３４

を乗じて得た

額 

Ａに０．０３１

を乗じて得た

額 

 

Ａに０．０３４

を乗じて得た

額 

Ａに０．０２５

を乗じて得た

額 

 

Ａに０．０１５

を乗じて得た

額 

Ａに０．０１２

を乗じて得た

額 
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Ａに０．０２４

を乗じて得た

額 

Ａに０．０２２

を乗じて得た

額 

 

Ａに０．０３４

を乗じて得た

額 

Ａに０．０３１

を乗じて得た

額 

 

          」          」 

に改める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の熊本市道路占用料徴収条例（以下「新条例」という。）

別表の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の占用の期間

に係る占用料について適用し、施行日の前日までの占用の期間に係る占用料につい

ては、なお従前の例による。 

３ 令和６年度以後の各年度において施行日前から継続して道路を占用している物件

について、新条例第２条の規定により算定した占用料の額が、次の各号に掲げる年

度の区分に従い当該各号に定める額に１．２を乗じて得た額（以下この項において

「調整後の額」という。）を超える間における当該物件に係る占用料の額は、調整

後の額とする。 

(1) 令和６年度 当該物件についてこの条例による改正前の熊本市道路占用料徴

収条例第２条の規定により算定した占用料の額 

(2) 令和７年度以後の各年度 当該年度の前年度においてこの項の規定により算

定した占用料の額 

４ 前項の規定によるそれぞれの占用料の額に１円未満の端数があるときは、これを

切り捨てる。 
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条 例 第  ６５  号   

令和 ５ 年１２月２０日   

 

 熊本市都市公園条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市都市公園条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市都市公園条例（昭和５２年条例第３２号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条第４項中「第１項又は」を「同項又は」に改める。 

 第６条の次に次の１条を加える。 

 （準用） 

第６条の２ 前条第２項及び第３項の規定は、水前寺運動公園の自転車競技場につい

て準用する。 

 別表第２中 

「           「 

９２０円 

を 

８３０円  

１，４００円 １，３００円  

１，９００円 １，７００円  

９２０円 

 

８３０円 

 

 

８円 ７円  

５円 ４円  

１，６００円 １，５００円 

 

 

４９０円 

 

４４０円 
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１，６００円 

 

１，５００円  

１，６００円 １，５００円 

 

 

７７円 １１０円 

 

 

          」           」 

に、 

「           「 

１，３００円 

 

を 

１，２００円  

１，６００円 

 

１，５００円  

７７０円 

 

１，１００円  

７７０円 

 

１，１００円  

          」           」 

に改める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の熊本市都市公園条例（以下「新条例」という。）別表第

２の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の占用の期間に

係る使用料について適用し、施行日の前日までの占用の期間に係る使用料について

は、なお従前の例による。 

３ 令和６年度以後の各年度において施行日前から継続して公園を占用している物件

について、新条例別表第２の規定により算定した使用料の額が、次の各号に掲げる
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年度の区分に従い当該各号に定める額に１．２を乗じて得た額（以下この項におい

て「調整後の額」という。）を超える間における当該物件に係る使用料の額は、調

整後の額とする。 

(1) 令和６年度 当該物件についてこの条例による改正前の熊本市都市公園条例

別表第２の規定により算定した使用料の額 

(2) 令和７年度以後の各年度 当該年度の前年度においてこの項の規定により算

定した使用料の額 

４ 前項の規定によるそれぞれの使用料の額に１円未満の端数があるときは、これを

切り捨てる。 
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  規   則   

規 則 第  ７０  号   

令和 ５ 年１２月１９日   

 

 市税に関する文書の様式を定める規則の一部を改正する規則を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   市税に関する文書の様式を定める規則の一部を改正する規則 

 

市税に関する文書の様式を定める規則（平成６年規則第６号）の一部を次のように

改正する。 

 

 第３条中「第６条の８第４項」を「第６条の７第４項」に改め、「、法第１６条第

３項（法第１６条の３第３項及び第１６条の４第７項において準用する場合を含む。）

の規定による増担保の提供等の必要な行為を求める文書にあっては様式第１８号を」

を削る。 

別表様式第１４号の項から様式第１６号の項までを次のように改める。 

様式第１４号 削除  

様式第１５号 削除  

様式第１６号 削除  

別表様式第１８号の項から様式第２２号の項までを次のように改める。 

様式第１８号 削除  

様式第１９号 削除  

様式第２０号 削除  

様式第２１号 削除  

様式第２２号 削除  

別表様式第２４号の項及び様式第２５号の項を次のように改める。 

様式第２４号 削除  
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様式第２５号 削除  

別表様式第３２号の項中「市民税・県民税納税通知書」を「市民税・県民税・森林

環境税納税通知書」に、「及び第３１９条の２」を「、第３１９条の２及び第７３９

条の２」に改め、同表様式第３２号の２の項中「市民税・県民税納税通知書（口座振

替用）」を「市民税・県民税・森林環境税納税通知書（口座振替用）」に、「及び第

３１９条の２」を「、第３１９条の２及び第７３９条の２」に改め、同表様式第３３

号の項中「市民税・県民税税額決定（変更）納税通知書」を「市民税・県民税・森林

環境税税額決定（変更）納税通知書」に、「及び第３１９条の２」を「、第３１９条

の２及び第７３９条の２」に改め、同表様式第３８号の項を次のように改める。 

様式第３８号 削除  

別表様式第４０号の項を次のように改める。 

様式第４０号 削除  

様式第１０号から様式第２９号までを次のように改める。 

様式第１０号から様式第２９号まで 削除 

様式第３１号を次のように改める。 
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●収入・所得に関する事項

扶養親族が書ききれない場合は裏面ウの扶養控除追加記入欄にご記入ください。また、別居の扶養親族がいる場合も裏面ウに再掲してください。

【委任】この書面の提出及びこの書面の提出に係る個人番号の提供に関する権限について、以下の者に委任します。

［受任者］氏名 続柄 住所

様式第３１号

（表）

　年　　月　　日提出
〒

熊本市受付印 ※昨年中に所得がなかった場合は、裏面のキ通信欄にご記入ください。

フリガナ

　　　　　　年度（　　　　年分）市民税・県民税申告書
本人 番号

熊本市長（宛）

氏名

様
個人番号

生年月日
明・大

　年　　月　　日 電話番号
昭・平・令

　　　　年1月1日

　　の住所

給与・公的年金・配当等　収入内訳
（非課税年金は裏面のキ通信欄にご記入ください。）

所
得
金
額

Ａ　収入金額 Ｂ　必要経費等 所得金額　（　Ａ　-　Ｂ　）

給与 カ

現住所 世帯主氏名
世帯主と

の続柄

業種又は

職業

種類 支払元名称 支払額
給与所得控除 ６

雑

公的年金等 キ

その他

(個人年金等)

業務 ク ８

公的年金等控除 ７

ケ ９

雑所得の合計　　　　　　　　　　７＋８＋９ １０

Ａ　収入金額 B　必要経費 C　専従者控除額 所得金額（　Ａ　-　Ｂ　-　Ｃ　）

営業等 ア

農業 イ

１

不動産 ウ

２

雑
（個人年金）

利子 エ

３

５配当 オ

４

Ａ 収入金額 B 必要経費 Ａ　-　B　差引金額 特別控除額 所得金額（差引金額-特別控除額）

コ

サ

一時

分離課税に係る所得のある方は、裏面アの分離

課税に関する事項に記入してください。
総合

譲渡

シ

短期

長期

 所得金額の合計  　　　　    ６＋１０＋１＋２＋３＋４＋５＋１１  １２

総合課税の譲渡・一時 コ　＋　｛（サ＋シ）　×　1/2｝ １１

⑨
扶
養
控
除

控除額

新個人年金保険料

の計

 □　ひとり親控除  □　勤労学生控除（学校名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

⑧ 配偶者控除・
配偶者特別控除・
同一生計配偶者

フリガナ 生年月日 同居・別居

□

□

総所得金額などの5％か10万円の少ない方（特例の場合は12,000円）

24

　年　　月　　日　

保険金などで補塡される金額 差引損失額のうち災害関連支出金の金額

23

③社会保険料控除
国民健康保険料 後期高齢者医療保険料 国民年金保険料 介護保険料 その他の保険料

①雑損控除
損害原因 損害年月日 損害を受けた資産の種類 損害金額

　　②医療費控除
特例 支払った金額（特例の場合は特定医薬品購入費のみ） 補塡される金額

13

支払掛金 14④小規模企業共済等掛金控除 掛金の種類 支払掛金 掛金の種類

地震保険料の計 旧長期損害保険料の計

旧生命保険料の計
旧個人年金保険料

の計

介護医療保険料

の計
新生命保険料の計

　　⑦本人該当控除
（該当するものにチェック及び○

　を付けてください。）

 □　寡婦控除（　離婚 ・ 死別 ・ 生死不明 ・ 未帰還　）　

身体・精神・療育（　  級）・認定（特 ・ 普）

⑥地震保険料控除

氏名
明・大

　年　　　月　　　日 同 ・ 別
昭・平・令

同一生計配偶者（控除

対象配偶者を除く。）
身体・精神・療育（　  級）・認定（特 ・ 普）

配偶者の合計所得金額個人番号

フリガナ

生年月日
明・大

昭・平・令
　年　　月　　日

氏名

個人番号

フリガナ

生年月日
明・大

昭・平・令
　年　　月　　日

氏名

続柄 同居・別居 障害者控除
扶養

控除

の計同・別 身体・精神・療育（　　 級）・認定（特 ・ 普）

同・別 身体・精神・療育（　　 級）・認定（特 ・ 普）
⑩
基礎

控除

26
控除
合計

個人番号

フリガナ

生年月日
明・大

昭・平・令
　年　　月　　日

給与・公的年金等に係る所得以外（　　　年4月1日において65歳未満の方は給与所得以外）の市民税・県民税の納税方法 □　給与から差引（特別徴収）　　　□　自分で納付（普通徴収）

　　　　　年　　月　　日 委任者　　　　　　　　　　　　　印 受任者の連絡先

氏名

個人番号

同・別 身体・精神・療育（　　 級）・認定（特 ・ 普）

●
所
得
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額
に
関
す
る
事
項

⑤生命保険料控除
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ア 分離課税に関する事項

イ 給与所得の内訳
日給など給与所得のある人で、源泉徴収票のない人は記入してください。 ※別居の扶養親族を再掲する場合、氏名と住所をご記入ください。

同居・別居 （　配偶者・30歳未満又は70歳以上・留学・障害者・38万円以上の支払　）

同居・別居 （　配偶者・30歳未満又は70歳以上・留学・障害者・38万円以上の支払　）

エ 所得金額調整控除に関する事項

オ 配当所得に関する事項

寄附先名称 金額

寄附先名称 金額

寄附先名称 金額

寄附先名称 金額

　　　　　年中に所得がなかった方は、この欄に　　　　年中の生活状況などを記入してください。

住所

フリガナ 明・大

氏名 生年月日
昭・平・令

・ ・
続柄　　　　　　　

※必要経費算入額の合計を⑮へご記入ください。

（裏）

所得の種類 所得の生ずる場所 Ａ　収入金額 Ｂ　必要経費 Ｃ　差引金額（Ａ-Ｂ） Ｄ　特別控除額 Ｅ　所得金額（Ｃ-Ｄ）

特例適用条文

ウ 扶養控除追加記入欄

月 日給
勤務

日数
月収

1

フリガナ 生年 月日
明・大

昭・平・令 　　年　　月　　日 身体・精神・療育（　  級）・認定（特 ・ 普）

氏名 続柄 □国外居住

1 住所

　　年　　月　　日 身体・精神・療育（　  級）・認定（特 ・ 普）

氏名 続柄 □国外居住
2

2

フリガナ 生年 月日
明・大

昭・平・令

個人

番号

3 住所

続柄 特別障害者に該当する場合
　　　級

度

別居の場合の

住所

4

5 フリガナ

個人

番号

生年 月日
明・大

昭・平・令
　　　　年　　月　　日 個人

番号

7

6 氏名

 支払確定

 年月
収入金額 必要経費

9

8
　配当所得
　の種類

支払者の「名称」及び
「法人番号又は所在地」等

11
カ 寄附金に関する事項

10

12
都道府県、市区町村分
（特例控除対象）

賞与等
　条例
　指定分

熊本市

合計

電話番号

1 次の者（単身赴任者含む。）から扶養又は援助（仕送り）を受けていた。 3 生活保護法に基づく生活扶助を受けていた。

期間　　　 　年　　　月　　 日　～　　　 　年　 　月　  日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　現在受給中

2 傷病者や遺族等の受け取る恩給・年金等を受給していた。 4 その他

□　預貯金で生活していた。　　　　　　　□　学生だった。
□　雇用保険を受給していた。
□　その他（　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

熊本県

法人番号又は

所 　在　 地

熊本県共同募金会分・日赤熊本県支部分・

都道府県、市区町村分（特例控除対象以外）

勤務先名称
キ 通信欄

　（種類）
　　　　　□遺族年金　□障害年金　□傷病手当　□扶養手当
　　　　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

ク 事業・不動産所得に関する事項 【所得の種類（　　　　 　） 屋号（　　　　　　　　） 所得の生ずる場所（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）】

科目 決算額 科目 決算額

家
賃
地

代
収
入

種類 1件当たりの月収
貸付

件数

売
上
原
価

期首たな卸高 ② 雇人費 ⑯

貸付

月数 年間の収入金額

売上金額 ①

必
要
経
費

減価償却費 ⑮ 家賃・地代

家賃・地代

期末たな卸高 ④ 地代・家賃 ⑱

仕入れ金額 ③ 利子割引料 ⑰

⑲

権利金等

家賃・地代

専従者控除額
専従

月数
差引金額 ⑥ ⑳

個人番号

一

人

目
専
従
者

氏名・フリガナ 続柄 生年月日

明・大

22 二

人

目

青色申告

特別控除

額

専従者給与（控除

）額の合計額

差引原価（②＋③-④） ⑤ 消耗品費

必
要
経
費

租税公課 ⑦ 21
昭・平・令

水道・光熱費
明・大

昭・平・令
⑧

通信費 ⑩ 24

旅費・交通費 ⑨ 23

氏名 住所 支払金額
広告・宣伝費 ⑪ ⑦ ～ 24 経費合計

接待・交際費 ⑫ 専従者控除 26

25

雇
人
費

減

価

償

却

費

の

計

算

欄

資産の種類
取得
年月

①取得価格 ②償却の基礎金額

修繕費 ⑭

損害保険料 ⑬ ⑥-　25　-　26

所　得　金　額 27

未償却残高
⑦必要経費算入額

⑤×⑥

年 　　/12月

年 　　/12月

耐用
年数

③償却率
④償却期

間

⑤償却額
②×③×④

％

％

⑥事業専

用

　割合
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様式第３２号第１片中「県民税」を「県民税・森林環境税」に、 

「                 「 

充当額 を 
充当又は 

委託納付額 

              」                 」 

に改め、同様式第３片中「県民税 課税明細書」を「県民税・森林環境税 課税明細

書」に、 

「 

年税額 

（上段の市民税・県民税の合計） 

 

                                     」 

を 

「 

森林環境税  

年税額 

（上段の市民税・県民税・森林環境税の合計） 

 

                                     」 

に改め、同様式第４片中 

「 

充当額 
  

                                     」 

を 

「 

充当又は 

委託納付額 

  

                                     」 

に改める。 



令和 6 年 1 月 31 日      熊 本 市 公 報          第 1479 号 

 

- 1261 - 

 

様式第３２号の２及び様式第３３号を次のように改める。 
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様式第３４号から様式第４０号までを次のように改める。 

様式第３４号から様式第４０号まで 削除 

 様式第４６号第１片を次のように改める。 
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様式第４６号第２片中 

「               「 

 を  に改める。          

」               」 

 様式第４７号第１片を次のように改める。 
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様式第４７号第２片中 

「               「 

 を  に改める。          

」               」 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第３条の改正規定（「第６条の８

第４項」を「第６条の７第４項」に改める部分に限る。）、別表様式第３２号の項

から様式第３３号の項までの改正規定並びに様式第３１号及び様式第３２号から様

式第３３号までの改正規定並びに次項の規定は、令和６年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の様式第３１号及び様式第３２号から様式第３３号までは、

令和６年度以後の年度分の個人の県民税及び市民税並びに森林環境税について用い、

令和５年度分までの個人の県民税及び市民税については、なお従前の例による。 

３ この規則の施行の日前において、この規則による改正前の市税に関する文書の様

式を定める規則の規定に基づき作成された用紙は、当分の間、必要な調整をして使

用することができる。 
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規 則 第  ７１  号   

令和 ５ 年１２月２７日   

 

 熊本市税条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市税条例施行規則の一部を改正する規則 

 

熊本市税条例施行規則（昭和４３年規則第４８号）の一部を次のように改正する。 

  

 第１条中「昭和２５年告示第８９号。」の次に「第７条の２第３項を除き、」を加

える。 

 第２条各号列記以外の部分中「除く」の次に「。同号において同じ」を加え、「市

税の徴収に関する事務を主管する課の」を「当該課の」に改め、同条第１号中「（滞

納処分を除く。）」を削り、「質問又は検査」を「調査のための質問、検査、提示又

は提出の要求及び留置き」に改め、同条第２号中「検査」の次に「、提示又は提出の

要求、留置き」を加え、「動産及び」を「動産又は」に改める。 

 第７条の見出し中「軽自動車税」の次に「の種別割」を加え、同条中「軽自動車税」

を「種別割」に改め、同条第３号中「その他」を削る。 

第７条の２の見出し中「の範囲」を「に対する軽自動車税の種別割の減免」に改め、

同条第３号中「のうち」の次に「、当該」を加え、「、重度であることの表示として

「Ａ」を「「Ａ１」又は「Ａ２」に改め、同条に次の４項を加える。 

２ 条例第６８条第１項第１号の規定による減免の対象となる軽自動車等の台数は、

一の身体障害者等につき１台とする。 

３ 一の身体障害者等が所有する普通自動車（当該身体障害者等（身体障害者にあっ

ては、年齢１８歳未満の者に限る。）と生計を一にする者（以下この項において「同

一生計者」という。）が所有する普通自動車を含む。）又は軽自動車等（同一生計

者が所有する軽自動車等を含む。）について、法第１７７条の１７又は第４６３条

の２３（これらの規定を法第１条第２項において準用する場合を含む。）の規定に
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基づく他の地方団体（都及び特別区を含む。）の条例の規定のうち熊本市税条例第

６８条第１項第１号の規定に類する趣旨の規定であると市長が認めるものにより当

該年度分の自動車税の種別割又は軽自動車税の種別割の減免を受け、又は受けよう

とするときは、同号の規定による減免は行わないものとする。 

４ 道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第５８条第１項の自動車検査証又

は道路運送車両法施行規則（昭和２６年運輸省令第７４号）第６３条の２第３項の

軽自動車届出済証に事業用と記載されている軽自動車に対しては、条例第６８条第

１項第１号の規定による減免は行わないものとする。 

５ 条例第６８条第１項の規定による減免の額は、全額とする。 

 第１２条中「市民税、固定資産税、軽自動車税又は事業所税」を「市税」に改める。 

 

附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第２条の改正規定は、令和６年１

月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の第７条の２第３項の規定は、令和６年度以後の年度分の

軽自動車税の種別割について適用し、令和５年度分までの軽自動車税の種別割につ

いては、なお従前の例による。 
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規 則 第  ７２  号   

令和 ５ 年１２月２７日   

 

 熊本市事務分掌規則の一部を改正する規則を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市事務分掌規則の一部を改正する規則 

 

 熊本市事務分掌規則（平成８年規則第３８号）の一部を次のように改正する。 

 

 第３条第７項中「動物愛護センター」の次に「、こどもの権利サポートセンター」

を加え、同条中第８項を削り、第９項を第８項とし、第１０項から第１８項までを１

項ずつ繰り上げる。 

 別表(6)こども局の表こどもの権利サポートセンター開設準備室の項を次のように

改める。 

 

 

 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和６年１月４日から施行する。 

 （熊本市予算決算規則の一部改正） 

２ 熊本市予算決算規則（昭和３９年規則第２８号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第２号中「こどもの権利サポートセンター開設準備室長」を「こどもの権

利サポートセンター所長」に改める。 

 （熊本市保健所条例施行規則の一部改正） 

３ 熊本市保健所条例施行規則（昭和４３年規則第８号）の一部を次のように改正す

る。 

こどもの権

利サポート

センター 

(1) 子どもの権利擁護に係る相談及び支援に関すること（他

課の所管に属するものを除く。）。 
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  第５条中「妊娠内密相談センター」の次に「、こどもの権利サポートセンター」

を加える。 

 （熊本市児童相談所設置条例施行規則の一部改正） 

４ 熊本市児童相談所設置条例施行規則（平成２４年規則第１１７号）の一部を次の

ように改正する。 

  第４条中「妊娠内密相談センター」の次に「、こどもの権利サポートセンター」

を加える。 
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規 則 第  ７３  号   

令和 ５ 年１２月２７日   

 

熊本市附属機関設置条例第２条第２項の規定に基づく市長の附属機関を定める規則

の一部を改正する規則を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市附属機関設置条例第２条第２項の規定に基づく市長の附属機関を定める

規則の一部を改正する規則 

 

 熊本市附属機関設置条例第２条第２項の規定に基づく市長の附属機関を定める規則

（平成２９年規則第１号）の一部を次のように改正する。 

 

別表川尻地区観光プロモーション動画制作・発信業務受託事業者選考委員会の項及

び唐人町通りの再整備に向けた社会実験及び修正設計業務受託事業者選考委員会の項

を削り、同表熊本市生活保護業務における不適正事案に関する検証委員会の項中「同

年１２月３１日」を「令和６年３月２１日」に改める。 

 

附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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規 則 第  １  号   

令和 ６ 年 １ 月１１日   

 

 地方自治法第２４３条の２の２の規定により賠償責任を有する職員の範囲を定める

規則の一部を改正する規則を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   地方自治法第２４３条の２の２の規定により賠償責任を有する職員の範囲を定

める規則の一部を改正する規則 

 

 地方自治法第２４３条の２の２の規定により賠償責任を有する職員の範囲を定める

規則（令和３年規則第１９号）の一部を次のように改正する。 

 

 題名を次のように改める。 

   地方自治法第２４３条の２の８の規定により賠償責任を有する職員の範囲を定

める規則 

 本則中「第２４３条の２の２第１項後段」を「第２４３条の２の８第１項後段」に

改める。 

 

附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 
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  訓   令   

訓 令 第  １３  号   

令和 ５ 年１２月２７日   

 

 熊本市事務決裁に関する訓令の一部を次のように改正する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市事務決裁に関する訓令の一部を改正する訓令 

 

 熊本市事務決裁に関する訓令（平成８年訓令第３号）の一部を次のように改正する。 

  

 第１０条市街地整備課長専決事項の項第１７号中「（平成１４年法律第２２号）」

を削る。 

 第１５条第２項第１１号ウ中「貸付」を「貸付け」に改める。 

 別表第２中「こどもの権利サポートセンター開設準備室長」を「こどもの権利サポ

ートセンター所長」に改める。 

 

附 則 

この訓令は、令和６年１月４日から施行する。 

 

 


